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＜自然再生推進法抜粋＞ 

(自然再生協議会) 

第八条 実施者は、次項に規定する事務を行うため、当該実施者のほか、地域住民、特定非営利活動法人、

自然環境に関し専門的知識を有する者、土地の所有者等その他の当該実施者が実施しようとする自然再

生事業又はこれに関連する自然再生に関する活動に参加しようとする者並びに関係地方公共団体及び

関係行政機関からなる自然再生協議会(以下「協議会」という。)を組織するものとする。 

2 協議会は、次の事務を行うものとする。 

 一 自然再生全体構想を作成すること。 

 二 次条第一項に規定する自然再生事業実施計画の案について協議すること。 

 三 自然再生事業の実施に係る連絡調整を行うこと。 

3 前項第一号の自然再生全体構想(以下「自然再生全体構想」という。)は、自然再生基本方針に即して、

次の事項を定めるものとする。 

 一 自然再生の対象となる区域 

 二 自然再生の目標 

 三 協議会に参加する者の名称又は氏名及びその役割分担 

 四 その他自然再生の推進に必要な事項 

4 協議会の組織及び運営に関して必要な事項は、協議会が定める。 

5 協議会の構成員は、相協力して、自然再生の推進に努めなければならない。 

1. 第 2 回 荒川太郎右衛門地区自然再生協議会の目的及びスケジュール 

自然再生推進法では、自然再生協議会に対し、以下の事務を行うことを求めています。 
(1) 自然再生全体構想を作成すること。 
(2) 自然再生事業実施計画の案について協議すること。 
(3) 自然再生事業の実施に係る連絡調整を行うこと。 
ここで、本協議会は本年度内に自然再生全体構想を作成することを予定しており、ここでいう自然

再生全体構想（以下「自然再生全体構想」という。）は、自然再生基本方針に即して、次の事項を定

めるものとしています。 
(1) 自然再生の対象となる区域  
(2) 自然再生の目標  
(3) 協議会に参加する者の名称又は氏名及びその役割分担  
(4) その他自然再生の推進に必要な事項  
このうち、(1) 自然再生の対象となる区域は「荒川太郎右衛門地区」ということで、決定しました。
そこで、今回の協議会では(2) 自然再生の目標について検討することになります。 

 

平成15年度　
荒川太郎右衛門地区自然再生協議会スケジュール

第１回（平成15年7月5日）
現状把握と自然再生への思い

第2回(平成15年9月6日）
目標設定のための認識の共有化と
自然再生の方向性についての合意

第3回（10月中旬）
自然再生の目標設定

課題別に目標設定、方策
案、役割分担を検討、維持
管理の組織化等行う

報告

第4回（12月中旬）
全体構想案の提示

第5回（2月中旬）
自然再生全体構想の確認

報告

専門委員会（例）

※今後、分野を協議

湿地保全・再生

ネットワーク検討

利用・維持管理

環境学習


